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第 1 章 企業会計制度と銀行規制の目的






















































第 2 節 銀行規制の目的
[木下 1999]によると、銀行法と保険業法は、いずれも規制対象会社の財務の健全性に
5 ASBJ の討議資料「財務会計の概念フレームワーク 第 2 章 会計情報の質的特性」、参照。


























































第 3 節 銀行規制における会計情報の利用
本節では、銀行規制における会計情報の利用の代表的なものである自己資本比率規制に
ついて、その概要を整理することとする。




























分の 1、住宅ローンは半分と評価された（「表 1 分母（リスク加重資産）の計算にあた
っての掛け目（リスクウェイト）」参照）。
8 [氷見野 2005]、参照。







大蔵省銀行局は、当初、バーゼル合意を行政指導の形で国内規制化した（1988 年 12 月
に行われた大蔵省銀行局長通達の改正）。その後、金融制度改革法（1992 年 6 月成立）













賦課が求められることとなった（詳細は第 2 章第 3 節第 2 項を参照）。
さらに、1990 年代後半以降は、金融手法や金融商品が多様化する中で、より精緻なリス
ク評価が必要になったことなどを背景に、「バーゼルⅠ」の抜本的な見直しの検討が始め














テムの健全性基準が示された（詳細は第 3 章第 2 節第 2 項を参照）。

















12 なお、実際の導入については、日本では 2007 年 3 月期から導入されたものの、欧州ではそ

































1997 年 6 月には、関係審議会15の報告書がまとまり、改革全体の具体的措置とスケジュー
ルが明らかになり、それに従って改革が実行に移された。
第 1 節 金融ビッグバン当時の金融経済情勢16





かで、株価と地価のみが突出して高騰した。株価は、1985 年 9 月のプラザ合意後の大幅
15 証券取引審議会、企業会計審議会、金融制度調査会、保険審議会、外国為替等審議会の 5 審
議会







な金融緩和の下で急速に上昇し、1987 年 1 月末には日経平均株価は 2 万円を突破した。
その後、同年 10 月の米国市場での株価急落（ブラックマンデー）の影響を受け下落した


















急増し、特に、1985 年後半から 1987 年にかけては、総貸出の伸び率を大幅に上回る伸び
率で増加したのである。
この当時の金融政策の運営をみると、公定歩合は、プラザ合意後の大幅な円高に伴う景
気後退のもとで 1986 年 1 月から 1987 年 2 月にかけて 5 回にわたり引き下げられ、その









えたのは、基本的には金融環境の変化であったと考えられている。1989 年 10 月、12




















バブル崩壊後、日本経済は、1993 年 10 月には景気回復過程に入ったものの、1995
年の円相場の急上昇や阪神大震災の影響などから足踏み状態になるなど、実質 GDP で
みた経済成長率は、1994 年度以降、対前年度比 2％程度とバブル期に比べ低成長を続け
19 1991 年 3 月の地価税の創設、土地譲渡益課税の適正化や土地の相続税評価の適正化、特別
土地保有税の全般的な見直しなどの措置が講じられた。
20 各銀行の不動産業向け貸出について、公的な宅地開発機関等に対する貸出を除き、その増勢




などによって景気は停滞し、1997 年度の経済成長率は対前年度比 0.0％となり、翌 1998
年度には、対前年度比▲1.5％とマイナス成長を記録した。
金融面をみると、低成長や景気の停滞が続く中で、マネーサプライは、1995 年以降、























表 2 バブル以降 2000 年までの金融業界を巡る主なできごと
８５年 ９月 プラザ合意。主要５カ国がドル高是正で協調
８７年１０月 ブラックマンデー。世界的に株が大暴落


























（出所）『朝日新聞』2005 年 10 月 2 日付朝刊より、筆者作成。
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第 2 節 金融ビッグバンのコンセプトとその内容
第１項 金融ビッグバンのコンセプト21


























21 橋本首相指示「わが国金融システムの改革―2001 年東京市場の再生に向けて」（1996 年 11
























(1) 証券取引審議会報告：「証券市場の総合的改革―豊かで多様な 21 世紀の実現のた






づいている。金融制度改革に関する審議を重ねてきたが、1998 年 7 月、保険審議会及び証券
取引審議会と統合されて、金融制度と証券取引制度に関する重要事項を審議する金融審議会に



































































































29 [木下 1999]p79－p81 参照。
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国為替管理制度の抜本的見直しについて」（1996 年 6 月）
外為制度の抜本的見直しについては、1995 年秋以来、外国為替等審議会において検討





(5) 企業会計審議会意見書（1997 年 6 月）











1997 年 6 月 ○「連結財務諸表制度の見直しに関する意見書」









1998 年 10 月 ○「税効果会計に係る会計基準の設定に関する意見書」


















































第 3 節 「金融商品会計」を巡る企業会計制度と銀行規制との関係
第１項 企業会計制度の動向
(1) 金融商品に係る会計基準の設定














































以上のような検討や商法との調整を踏まえ、企業会計審議会は、1999 年 1 月に「金
融商品に係る会計基準の設定に関する意見書」を公表した。同意見書では、「金融商品
に係る会計基準35」の要点を大きく 7 つに分け、その基本的な考え方を示している。
32 2006 年 5 月の会社法施行により、現在は、会社法が適用される。
33 1997 年に法務省と大蔵省との共同で「商法と企業会計の調整に関する研究会」が設置され、
有価証券及び債権の時価評価、税効果会計の導入に伴う商法上の問題について検討された。
34 「商法と企業会計の調整に関する研究会報告書」（1998 年 6 月）参照。












































(2) 銀行等監査特別委員会報告第 4 号の公表とその後の改訂
日本公認会計士協会（以下、「JICPA」という。）の銀行等監査特別委員会から、1997
年 4 月に公表された銀行等監査特別委員会報告第 4 号「銀行等金融機関の資産の自己査
定に係る内部統制の検証並びに貸倒償却及び貸倒引当金の監査に関する実務指針」」（以













述したように 1999 年 1 月に企業会計審議会から「金融商品に係る会計基準の設定に関
する意見書」が公表された。また、「預金等受入金融機関に係る検査マニュアル」（以
下、「金融検査マニュアル」という。）についても「最終とりまとめ」が 1999 年 4 月























ある部分を含む複合金融商品について、1999 年 1 月に「金融商品に係る会計基準」や















47 IASB における修正共同プロジェクトであり、2007 年 11 月に FASB が先行して予備的見解





議論は難航し、2010 年 10 月下旬の国際会計基準審議会（以下、「IASB」という。）
と米国財務会計基準審議会（以下、「FASB」という。）の合同会議において、この問
題を議論する余力がないため議論を中断し、2011 年 6 月以降に再検討することとされ
た（「表 5 資本と負債の区分に関する国際的な議論」参照）。
表 5 資本と負債の区分に関する国際的な議論



















普通株式 ○ ○ × 資本 資本 資本 資本 株主資本
優先株式51 × ○ × 負債 資本 資本 資本 株主資本
新株予約
権






















































第 1 区分 8％未満 4％未満 経営改善計画の提出・実施命令









第 3 区分 0％未満 0％未満 業務の全部又は一部の停止命令
（出所）「銀行法第二十六条第二項に規定する区分等を定める命令（内閣府・財務省令）」より、筆者
作成。












































































に係る包括的な基準についての審議を進め、1998 年 10 月に「税効果会計に係る会計基
準の設定に関する意見書」を公表し、新たな基準として「税効果会計に係る会計基準」
が設定され、税効果会計の適用の範囲が、連結財務諸表のみならず個別財務諸表や中間
財務諸表等にも広がることとなった。また適用時期については、1999 年 4 月 1 日以降
開始する事業年度に係る財務諸表について適用するとされたが、早期適用もできるよう



































て初めて日本に導入された。制度導入に際し JICPA は、1998 年 5 月に、会計制度委員
会報告第 6 号「連結財務諸表における税効果会計に関する実務指針（中間報告）」を、
同年 12 月に、会計制度委員会報告第 10 号「個別財務諸表における税効果会計に関する
実務指針」を公表した。しかしながら、その全面適用（1999 年 4 月以降開始する事業
年度）にあたり、JICPA に対して繰延税金資産の回収可能性の判断に関して多くの質問













































































































































「早期是正措置」の導入に伴い 1997 年 4 月に JICPA から公表された「4 号実務指針」
は、銀行の自己査定の状況や貸倒償却及び貸倒引当金の計上に関する監査上の取扱いを
明らかにすることを目的としていた。その後、「金融商品に係る会計基準」の公表や「金























































69 1998 年 10 月 30 日に「税効果会計に係る会計基準の設定に関する意見書」が公表され、そ








上の課題」によると、これにより、地域銀行 4 行を除く全銀行が、1999 年 3 月期決算から税
効果会計を適用し、繰延税金資産を計上したとされている。
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第 3 章 「金融ビッグバンから世界金融危機まで－2000 年から
2007 年－」の企業会計制度と銀行規制との関係
第 1 節 金融ビッグバンから世界金融危機までの金融経済情勢





2000 年後半以降、IT バブルの崩壊や、2001 年 9 月の同時多発テロなどによる米国経
済の急速な減速を契機に世界的に景気が減速する中、日本経済も輸出の急激な減少によ
って景気後退が始まった。個人消費、設備投資ともに減少を続ける中で、2001 年度の実
質 GDP で見た経済成長率は対前年度比▲0.8％となり、1998 年度以来のマイナス成長
を記録した70。














70 内閣府「平成 14 年度年次経済財政報告」、内閣府「国民経済計算年報（2010 年版）」参照。
71 日本銀行「金融経済月報（2002 年 4 月）」参照。
-42-
年度に対前年度比 1.1％を記録した後、2003 年度から 2007 年度まで対前年度比で 2％
程度の成長を続け、景気拡張期間としては戦後最長となった72。
金融面をみると、この間、企業金融を巡る環境は総じて継続的に緩和の方向にあり、























72 内閣府「経済財政白書（平成 16 年版）」、「経済財政白書（平成 20 年版）」参照。
73 日本銀行「金融経済月報（2005 年 4 月）」参照。
74 内閣府「平成 14 年度年次経済財政報告」参照。
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(2) 不良債権の推移
不良債権の推移をみると、主要行の不良債権額75は、1999 年度（2000 年 3 月期）の
18.4 兆円から、ピークである 2002 年 3 月期には 26.7 兆円まで増加した。その後は減少
に転じ、2006 年度（2007 年 3 月期）には 4.0 兆円まで減少した。同様に、不良債権比
率も 2001 年度（2002 年 3 月期）の 8.4％をピークに、その後は減少に転じ、2006 年度
には 1.5％まで減少した。また、不良債権処分損についても、2001 年度の 7.7 兆円をピ
ークに、その後は減少に転じ、2003 年度（2004 年 3 月期）以降は、実質業務純益の範





表 8 主要行（9 行）の不良債権の推移
年度
項目
1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006
不 良 債 権
(兆円) 18.4 18.0 26.7 20.2 13.6 7.4 4.6 4.0
不 良 債 権 比 率
(％) 5.4 5.3 8.4 7.2 5.2 2.9 1.8 1.5
不良債権処分損
(兆円) 4.5 4.3 7.7 5.1 3.5 2.0 ▲0.2 0.3
実 質 業 務 純 益
(兆円) 3.3 3.4 4.2 4.1 3.9 3.8 3.7 3.4











2001 2002 2001 2002 2001 2002 2001 2002
繰延税金資産
（億円）
19,935 23,087 18,541 9,122 18,824 18,853 7,525 4,011
連結 TierⅠ
（億円）
50,601 46,570 37,727 16,476 37,193 30,663 11,282 2,455
繰延税金資産
比率※1 （%） 39.4 49.6 49.1 55.4 50.6 61.5 66.7 163.4
（出所）各行「ディスクロージャー誌」より、筆者作成。
※1 連結 TierⅠに占める繰延税金資産の割合で、「繰延税金資産/連結 TierⅠ」。
※2 三菱東京 UFJ 銀行は、東京三菱銀行と UFJ 銀行との単純合算。
※3 みずほ銀行の 2001 年度は、富士銀行と第一勧業銀行との単純合算。
※4 りそな銀行の 2001 年度は、あさひ銀行と大和銀行との単純合算。
第 2 節 「金融商品会計」を巡る企業会計制度と銀行規制との関係
第１項 企業会計制度の動向


























利用されることが多くなっていた。それに伴い、ASBJ に対し DES の会計処理に関する


























































があるとして、2001 年から 2002 年にかけて政府の不良債権処理の方針77が示されるとと











2003 年 2 月に行われた金融検査マニュアルの改訂では、要管理先78及び破綻懸念先
79に対する貸倒引当金の算定手法について DCF 法を選択肢として追加80した。この結
77 ここでいう政府の方針とは、2001 年 4 月に公表された「金融経済対策」における、主要行
の破綻懸念先債権以下の債権について、原則として、既存分は 2 営業年度以内、新規発生分は
3 営業年度以内に、それぞれオフバランス化につながる措置を講じるという枠組み（いわゆる
2 年・3 年ルール）のほか、2002 年 4 月に金融庁から公表された「より強固な金融システムの
構築に向けた施策」の中で、主要行の破綻懸念先以下の債権について、金融経済対策の枠組み
に加えて、原則 1 年以内に 5 割、2 年以内にその太宗（8 割めど）についてオフバランス化に
つながる措置を講じる枠組み（いわゆる 5 割・8 割ルール）が該当する。
78 要管理先とは、銀行の自己査定において要注意先と区分された債務者のうち、債権の全部ま
たは一部が、要管理債権（金融機能の再生のための緊急措置に関する法律施行規則（1998 年






果、要管理債権に対する引当率は 2001 年度（2002 年 3 月期）の 14.2％から 2002 年





2001 2002 2003 2004 2005 2006
危険債権に対す
る引当率81 (%) 67.2 74.3 78.6 81.0 77.8 72.7
要管理債権に対
する引当率82(%) 14.2 20.9 27.1 29.6 26.1 22.2
（出所）「金融庁の 1 年（平成 18 事務年度版 資料 9－2－10）」より、筆者作成。
② DES への対応















































83 我が国において、メガバンクは 3 グループともに先進的内部格付手法を採用しており、また、
大手銀行のほとんどと地方銀行の上位の一部については、基礎的内部格付手法を採用している。
≧8％
TierⅠ(株主資本) + TierⅡ(劣後債務、有価証券含み益等) － 控除項目
































































87 EL＝PD × LGD × EAD
ここで、EL は期待損失（Expected Loss）、PD はデフォルト確率（Probability of Default）、






第 3 節 「税効果会計」を巡る企業会計制度と銀行規制との関係
第１項 企業会計制度の動向
2002 年 10 月に金融庁から公表された「金融再生プログラム」において、新しい金融行
政の枠組みの一つとして「自己資本の充実」が取り上げられ、その施策として「繰延税金
資産の合理性の確認」が示された89。これを踏まえ、JICPA は 2003 年 2 月に会長通牒と
して「主要行の監査に対する監査人の厳正な対応について」を発出した。


















金融ビッグバンの一環として 1998 年 10 月に設定された「税効果会計に係る会計基準」
によって、銀行の貸借対照表には多額の繰延税金資産が計上されることとなった。その後、
前項で触れたように、2002 年 10 月の「金融再生プログラム」において「自己資本の充実」
89 そのほか、新しい金融行政の枠組みとして、「資産査定の厳格化」及び「ガバナンスの強化」
も掲げられており、その施策として、「外部監査人の機能」も示されていた。
90 前掲「表 7 会社の実態に応じた例示区分」参照。
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同報告書を踏まえ、2005 年 9 月、自己資本比率の基準を定めている金融庁告示93が改
正され、主要行については、繰延税金資産が自己資本比率規制における TierⅠの額の
20％を上回った部分を TierⅠから控除することとされた。その適用時期は、2006 年 3
月期からとされたが、同告示の附則において経過措置も講じられ、2006 年 3 月期は Tier
Ⅰの額の 40%、2007 年 3 月期は同 30%を上回った部分を控除するとされた。なお、2011
年 3 月期決算においては、同告示により繰延税金資産が TierⅠから控除された主要行は
ない94。










93 「銀行法第 14 条の 2 の規定に基づき自己資本比率の基準を定める件（平成 5 年（1993 年）
3 月大蔵省告示第 55 号）」
94 告示の改正後、繰延税金資産が TierⅠから控除された例としては、中央三井信託銀行の 2009
年 3 月期、2010 年 3 月期が挙げられ、控除額は、それぞれ 524 億円、141 億円となっている。
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こうした緊迫した金融経済情勢を踏まえ、企業会計制度も、2003 年 2 月には貸倒引当
金の算定に係る DCF 法についての監査上の留意事項を公表し、また、2002 年 10 月には
DES に係る取扱いを、2004 年 11 月には DDS に係る取扱いを明確化するなどの対応を行






























一方、企業会計制度は、1998 年 10 月公表の「税効果会計に係る会計基準」や 1999 年

















第 4 章 「世界金融危機以降－2007 年秋以降－」の企業会計制度
と銀行規制との関係






第 3 章第 1 節第 1 項で述べた通り、2002 年度以降、日本経済は低成長ながらも景気















ーン担保証券（RMBS：residential mortgage-backed securities）や RMBS を担保に再証券化
























年 3 月には、資金繰り判断 DI や貸出態度判断 DI102は、大企業、中小企業とも大幅に悪
化した。
第２項 世界金融危機の国内銀行への影響










100 日本銀行「金融経済月報（2008 年 4 月）」参照。
101 内閣府「平成 21 年度年次経済財政報告」、内閣府「国民経済計算年報（平成 22 年版）」参
照。





次に、ストック面への影響をみると、第一に、自己資本比率は、2008 年度（2009 年 3
月期）においては対前年度比横ばいとなっているほか、例えば、主要行等の平均でみると
12％台を維持しており、国際統一基準の 8％の達成が直ちに懸念される状況にはなかった。
ただし自己資本比率規制は、2008 年 12 月以降、その適用に関して一部弾力化措置が取ら
れており、それによる影響も考慮する必要があると考えられる。この点については後述す
る。第二に、不良債権は、主要行等の平均でみると幾分増加しているが、引き続き低水準






三菱東京 UFJ 銀行 みずほ銀行 三井住友銀行






















































































資本市場における混乱を背景に、IASB が IAS103第 39 号「金融商品：認識及び測定」及
び IFRS104第 7 号「金融商品：開示」を改正し、金融資産の保有目的区分の変更の取扱






103 IAS とは、International Accounting Standards の略であり、国際会計基準のこと。
104 IFRS とは、International Financial Reporting Standards の略であり、国際財務報告基

























































































































課題となった。2008 年 11 月のワシントン・サミットから 2010 年 10 月のソウル・サミ
ットまで 5 回の G20 サミットが開催されたが、国際的に活動する銀行の自己資本及び流
動性に係る新たな規制基準の設定は、国際的な金融規制改革の中核的課題とされてきた。
こうした流れの中で、バーゼル委員会は、2009 年 12 月に市中協議文書として新たな
規制案を発表し、その後、広範な市中協議や包括的な定量的影響度調査（QIS）の結果















































117 包括利益（CI：Comprehensive Income）と純利益（NI：Net Income）との差額に相当す
る、その他の包括利益（OCI：Other Comprehensive Income）の累計額。
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118 IASB では、IAS 第 39 号の IFRS 第 9 号への全面的な置き換えプロジェクトを行っている
途上であり、そのフェーズ 2 において金融資産の減損を扱っており、その最初の公開草案では





































しかしながら、日本では、こうした繰延税金資産の脆弱性に対して、2003 年 10 月には
情報開示の拡充が、また、2005 年 9 月には主要行について自己資本比率規制における繰
延税金資産の適正化が図られるなど、自己資本比率規制上の対応は一定程度実施されてい









第 4 節 「世界金融危機以降」の両者の関係 （小括）
第１項 「金融商品会計」を巡る両者の関係
(1) 「金融資産の時価の算定」及び「債券の保有目的区分の変更」



































































123 これについては、実務対応報告第 26 号の「目的 1．」による記載からも窺うことができる。

































125 例えば、前掲「金融ビジネス（Summer 2009）」p35 では、こうした自己資本比率規制の
一部弾力化措置が各銀行の自己資本比率にどのような影響を及ぼしたかを個別に試算し、表と
してまとめている。そのほか、佐藤[2010]ｐ9-ｐ11、参照。




していると考えられる。また、ASBJ が 2010 年 3 月に公表した、企業会計基準公開草
案第 39 号「退職給付に関する会計基準（案）」によれば、「数理計算上の差異127」に






































129 例えば、UBS 銀行（Union Bank of Switzerland）のアニュアルレポート（2008）による
と、米国やスイスにおける税務上の繰越欠損金の計上などを原因として、2008 年度の繰延税
金資産の額が、前年度に比べて 20,457 百万スイスフラン（CHF）増加し 35,234 百万 CHF と
なったほか、評価性引当額についても、対前年度比▲14,797 百万 CHF の▲26,354 百万 CHF
となっている。このため、資産として認識した繰延税金資産の額も、前年度に比べて 5,660 百
万 CHF 増加し 8,880 百万 CHF となっている。
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第 5 章 終わりに























































































































































































































































































第 2 節 結論
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